
財政状況資料①

【財政規模】

区分
平成27年度
決算

平成28年度
決算

平成29年度
決算

平成30年度
決算

令和元年度
決算見込み

令和2年度
当初予算

令和3年度
見込み

令和4年度
見込み

歳入 81億5,000万円 78億3,900万円 77億  600万円 76億  100万円 77億3,500万円 84億4,000万円 77億7,500万円 71億9,000万円

歳出 76億2,100万円 74億4,000万円 74億2,700万円 73億1,800万円 73億6,600万円 84億4,000万円 77億7,500万円 71億9,000万円

　（うち教育費）  9億1,000万円  6億8,500万円  7億円  7億5,200万円  9億2,800万円 14億4,400万円 13億8,100万円  8億円

　　（うち学校の環境整備費）  1億2,400万円 　　1,100万円 　　1,500万円 　　7,500万円  2億  400万円     1,800万円     1,700万円     1,700万円

【財政状況の推移及び見通し】

区分
平成27年度
決算

平成28年度
決算

平成29年度
決算

平成30年度
決算

令和元年度
決算見込み

令和2年度
当初予算

令和3年度
見込み

令和4年度
見込み

町税収入 23億8,400万円 23億9,000万円 23億6,500万円 22億5,800万円 23億1,400万円 22億1,100万円 21億1,000万円 20億9,000万円

町債（借入金）  7億6,400万円  7億2,700万円  4億3,600万円  5億2,100万円  5億8,200万円 12億2,700万円  9億3,800万円  9億4,700万円

公債費
（元利償還金）

 4億7,200万円  4億8,100万円  5億300万円  5億2,700万円  5億5,100万円  6億  500万円  6億1,000万円  6億  900万円

・町の主要財源である町税は、年々減少傾向にあります。今後も、第一次産業や観光業等の主要産業における業績回復が実感できない状況や人口流出に
よる労働人口の減少などから減少する見込みです。

・町債は、建設事業など、特定の事業を行う場合に、財政上必要な資金を外部から借りるお金です。公共施設を建設するときなどは、通常、その年度に
集めた税金だけでなく、町債を発行することで必要な財源を賄います。それは、財源不足分を借入れるということだけでなく、公共施設はその後も長期
にわたって使用するため、建設をする年度の住民だけで全ての建設費用を負担するのではなく、町債を活用して負担を長期に分割することで、将来世代
の住民にも公債費（元利償還金）という町債の返済を通じて費用を負担してもらうことが公平と考えられるからです。
　町債が増えると、公債費の支出が増えていくことになります。



【地方債年度末現在高及び財政調整基金年度末残高の推移並びに見通し】

区分 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末(見込み) 令和２年度末(見込み) 令和３年度末(見込み) 令和４年度末(見込み)

地方債（町債）
年度末現在高

63億9,700万円 66億9,900万円 66億8,000万円 67億1,600万円 67億8,200万円 69億2,700万円 73億2,700万円 76億9,300万円

財政調整基金
年度末残高

14億2,300万円 16億円 16億7,800万円 13億3,500万円  9億4,000万円  6億4,000万円  5億円  5億円

・地方債（町債）年度末残高は、町が借入れてきた町債の残高です。町債が増えると、公債費の支出が増えていくことになります。

【近隣5町の財政状況（30年度決算）】

町名 歳出総額 教育費 町税 財政調整基金 地方債残高 財政力指数

阿久比町 94億1,100万円 16億5,800万円 42億6,800万円 15億9,700万円 89億9,200万円 0.82

東浦町 157億3,500万円 16億8,400万円 82億7,700万円 19億7,600万円 85億6,900万円 0.96

南知多町 73億1,800万円 7億5,200万円 22億5,800万円 13億3,500万円 67億1,600万円 0.53

美浜町 78億1,900万円 8億5,100万円 30億7,100万円 8億  200万円 61億1,600万円 0.73

武豊町 127億6,500万円 18億  700万円 81億5,200万円 22億2,100万円 58億9,700万円 1.00

町名 学校教育費 財政力指数:

阿久比町 7億1,200万円 小　16万5,000円 中　18万2,000円

東浦町 9億2,700万円 小　13万9,000円
中　13万7,000円

南知多町 　4億8,900万円 小　27万6,000円
中　33万7,000円

美浜町 　5億6,700万円 小　24万6,000円
中　20万1,000円

武豊町 　5億8,000万円 小　11万円
 中　12万9,000円

※出典：学校教育費、一人当たり学校教育費は平成31年度（30会計年度）地方教育費調査より。

※消費的支出：学校教育費のうち、原則として年々経常的に支出する経費をさします。小中学校　の教職員の給与・手当・負担金等は国と県の負担です
ので、消費的支出には含んでいない。

・財政調整基金は、景気低迷などによる税収減や、災害などによる予期せぬ支出に対応するための積立金です。今後、税収不足や、公共施設の老朽化な
どによる工事費の財政需要の増加など、財政調整基金の減少要因が多い見通し。

一人当たり学校教育費（消費的支出） 基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値。
1.0を上回れば、地方自治体内での税収等のみを
財源として行政運営が可能とされ、地方交付税が
交付されない不交付団体となる。


